
和歌山地方最低賃金審議会（第４回）資料目次 
 

 

１ 和歌山県最低賃金の改正決定について（答申） 

   （和歌山地方最低賃金審議会 会長） 

 
２ 和歌山地方最低賃金審議会の意見に関する公示 

 

３ 和歌山県最低賃金答申に対する異議申し出について 

   （紀州有田商工会議所） 

 

４ 和歌山県最低賃金の改正決定に対する異議申出書 

（和歌山県地方労働組合評議会） 

 

５ 令和４年度和歌山地方最低賃金審議会審議経過（特定最低賃金） 

 

６ 令和５年度答申要旨の公示日別最短効力発生予定日一覧表（特定最

低賃金の場合） 

 



資料１ 

㊢       
 

令和５年８月７日 

 

 

和歌山労働局長 

      松浦 直行  殿 
 

 

                   和歌山地方最低賃金審議会 

                        会長  廣谷 行敏  

 

 

和歌山県最低賃金の改正決定について(答申) 

 

 当審議会は、令和５年７月４日付け和労発基０７０４第１号をもって貴職から諮

問のあった標記のことについて、慎重に調査審議を重ねた結果、別紙のとおりの結

論に達したので答申する。 

 なお、今回の答申に当たっては、急激な原材料費の高騰や物価の上昇を考慮し、

和歌山県最低賃金の改正が中小企業・小規模事業者に与える影響が大きくなってい

ることを踏まえ、 

 

 

政府の掲げる「成長と分配の好循環」と「賃金と物価の好循環」を実現するため

にも、特に地方、中小企業・小規模事業者に配意しつつ、生産性向上を図るととも

に、官公需における対応や、価格転嫁対策を徹底し、賃上げの原資の確保につなげ

る取組を継続的に実施すること 

生産性向上の支援については、可能な限り多くの企業が各種の助成金等を受給

し、賃上げを実現できるように、政府の掲げる生産性向上等への支援の一層の強化

を求めるとともに、中小企業・小規模事業者の賃上げ実現に向けて、賃上げ税制や

補助金等における賃上げ企業の優遇、ものづくり補助金、事業再構築補助金等を通

じた生産性向上等への支援の一層の強化に取り組むことと 

政府方針を踏まえて和歌山地方最低賃金審議会においても、隣接府県との格差が

広がらないよう地域間格差の縮小に取り組むこと 

 

を公益代表委員の見解として強く要望する。 

  



別 紙 

 

 

和歌山県最低賃金を次のとおり改正決定すること。 

 

１ 適用する地域 

 

  和歌山県の区域 

 

２ 適用する使用者 

  

  前号の地域内で事業を営む使用者 

 

３ 適用する労働者 

 

  前号の使用者に使用される労働者 

 

４ 前号の労働者に係る最低賃金額 

 

  １時間９２９円 

 

５ この最低賃金において賃金に算入しないもの 

 

  精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

 

６ 効力発生の日 

 

  法定どおり 
 



 

和歌山地方最低賃金審議会の意見に関する公示 

 

和歌山労働局一般公示第 37号 

 

 令和５年８月７日和歌山地方最低賃金審議会から和歌山県最低賃金の改正決定に

ついて意見の提出があったので、最低賃金法(昭和 34年法律第 137号)第 11条第１項

及び第 12条の規定に基づき、その要旨を下記のとおり公示する。 

 なお、和歌山県の区域内で事業を営む使用者又はこれに使用される労働者(これら

の者の団体を含む。)であって、当該最低賃金の改正決定に異議があるものは、同法第

11 条第２項及び同法施行規則(昭和 34 年労働省令第 16 号)第８条の規定に基づき、

令和５年８月 22 日までに和歌山労働局長あて(和歌山市黒田二丁目３番３号)異議の

内容及び理由を記載した異議申出書を持参又は郵送で提出されたい。 

 

 

 令和５年８月７日 

 

和歌山労働局長   松浦 直行 

 

記 

 

和歌山県最低賃金の改正決定に係る和歌山地方最低賃金審議会の意見の要旨 

 

和歌山県最低賃金を次のように定めること。 

 

１ 適用する地域 

  和歌山県の区域 

２ 適用する使用者 

  前号の地域内で事業を営む使用者 

３ 適用する労働者 

前号の使用者に使用される労働者 

４ 前号の労働者に係る最低賃金額 

  １時間９２９円 

５ この最低賃金において賃金に算入しないもの 

精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 

６ 効力発生の日 

  法定どおり 

  （令和５年１０月１日） 
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資料５

2月1日 (火)

3月18日 (金)

7月4日 (月)

7月15日 (金)

7月28日 (木) 17:00～

・特定最賃の決定等の必要性の諮問（百・鉄、小）

・特別小委員会の設置

・特別小委員会委員の指名

8月1日 (月) 10:00～ 第１回特別小委員会

・運営規程の確認

・委員長・委員長代理の選出

・議事録確認委員の選出

・改正決定の必要性の審議（百・鉄）

・決定（新設）の必要性の審議（小）

・

8月23日 (火) 8:56～ 第２回特別小委員会

・改正決定の必要性の審議（百）

・決定（新設）の必要性の審議（小）

・
・

8月23日 (火) 10:20～

・特別小委員会報告の審議（鉄、小）

・特定最賃の決定等の必要性の答申（鉄、小）

・鉄鋼業最低賃金改定の諮問

・専門部会の設置（鉄）

9月2日 (金) 10:00～ 第３回特別小委員会

・改正決定の必要性の審議（百）

10月12日 (水) 19:02～ 第１回鉄鋼業専門部会

・運営規程の確認

・部会長・部会長代理の選出

・議事録確認委員の選出

・金額審議に向けての意見交換等

10月18日 (火) 18:56～ 第４回特別小委員会

・改正決定の必要性の審議（百）

・
・

10月20日 (木) 18:58～ 第２回鉄鋼業専門部会

・金額審議

・結審（専門部会結論）

・専門部会報告書の作成

11月1日 (火) 9:59～

・特別小委員会報告の審議（百）

・特定最賃の改正決定の必要性の答申（百）

11月7日 (月)

11月17日 (木)

12月30日 (金)

令和４年度　和歌山地方最低賃金審議会審議経過（特定最低賃金）

鉄鋼業最低賃金の改正に関する意向表明書受理

決定（新設）の申出書受理（百貨店,総合スーパー、各種食料品小売業）

改正決定の申出書受理（鉄鋼業）

第２回審議会 （和歌山労働局）

百貨店,総合スーパー最低賃金の改正決定に関する意向表明書受理

改正決定の申出書受理（百貨店,総合スーパー）

（和歌山労働局）

（和歌山労働局）

鉄鋼業最低賃金改正決定の必要性有りの報告書作成

百貨店,総合スーパー最低賃金改正決定の必要性無しの
報告書作成

異議申出締切日（鉄鋼業：異議申出無し）

（和歌山労働局）

（和歌山労働局）

（和歌山労働局）

（和歌山労働局）

第４回審議会

百貨店,総合スーパー、各種食料品小売業決定（新設）
必要性無しの報告書作成

官報公示

発効（977円から1,008円に改正）

（和歌山労働局）

第５回審議会 （和歌山労働局）



資料６

15日 10営業日 30日

→ → →

10月1日（日） 10月16日（月） 10月30日（月） 11月29日（水）

10月2日（月） 10月17日（火） 10月31日（火） 11月30日（木）

10月3日（火） 10月18日（水） 11月1日（水） 12月1日（金）

10月4日（水） 10月19日（木） 11月2日（木） 12月2日（土）

10月5日（木） 10月20日（金） 11月6日（月） 12月6日（水）

10月6日（金） 10月23日（月） 11月7日（火） 12月7日（木）

10月7日（土） 10月23日（月） 11月7日（火） 12月7日（木）

10月8日（日） 10月23日（月） 11月7日（火） 12月7日（木）

10月9日（月） 10月24日（火） 11月8日（水） 12月8日（金）

10月10日（火） 10月25日（水） 11月9日（木） 12月9日（土）

10月11日（水） 10月26日（木） 11月10日（金） 12月10日（日）

10月12日（木） 10月27日（金） 11月13日（月） 12月13日（水）

10月13日（金） 10月30日（月） 11月14日（火） 12月14日（木）

10月14日（土） 10月30日（月） 11月14日（火） 12月14日（木）

10月15日（日） 10月30日（月） 11月14日（火） 12月14日（木）

10月16日（月） 10月31日（火） 11月15日（水） 12月15日（金）

10月17日（火） 11月1日（水） 11月16日（木） 12月16日（土）

10月18日（水） 11月2日（木） 11月17日（金） 12月17日（日）

10月19日（木） 11月6日（月） 11月20日（月） 12月20日（水）

10月20日（金） 11月6日（月） 11月20日（月） 12月20日（水）

10月21日（土） 11月6日（月） 11月20日（月） 12月20日（水）

10月22日（日） 11月6日（月） 11月20日（月） 12月20日（水）

10月23日（月） 11月7日（火） 11月21日（火） 12月21日（木）

10月24日（火） 11月8日（水） 11月22日（水） 12月22日（金）

10月25日（水） 11月9日（木） 11月24日（金） 12月24日（日）

10月26日（木） 11月10日（金） 11月27日（月） 12月27日（水）

10月27日（金） 11月13日（月） 11月28日（火） 12月28日（木）

10月28日（土） 11月13日（月） 11月28日（火） 12月28日（木）

10月29日（日） 11月13日（月） 11月28日（火） 12月28日（木）

10月30日（月） 11月14日（火） 11月29日（水） 12月29日（金）

令和５年度答申要旨の公示日別最短効力発生予定一覧表（特定(産業別)最低賃金の場合）

※令和５年2月1日時点のカレンダーに基づき、異議申出締切日の翌日に本省で官報公示の手続きを行った場合のスケジュール

※12月1日(金)発効とするためには、10月３日(火)までに答申要旨を公示する必要がある。

答申
(要旨公示)

異議申出
締切

官報
公示

発効



15日 10営業日 30日

→ → →

令和５年度答申要旨の公示日別最短効力発生予定一覧表（特定(産業別)最低賃金の場合）

※令和５年2月1日時点のカレンダーに基づき、異議申出締切日の翌日に本省で官報公示の手続きを行った場合のスケジュール

※12月1日(金)発効とするためには、10月３日(火)までに答申要旨を公示する必要がある。

答申
(要旨公示)

異議申出
締切

官報
公示

発効

10月31日（火） 11月15日（水） 11月30日（木） 12月30日（土）

11月1日（水） 11月16日（木） 12月1日（金） 12月31日（日）

11月2日（木） 11月17日（金） 12月4日（月） 1月3日（水）

11月3日（金） 11月20日（月） 12月5日（火） 1月4日（木）

11月4日（土） 11月20日（月） 12月5日（火） 1月4日（木）

11月5日（日） 11月20日（月） 12月5日（火） 1月4日（木）

11月6日（月） 11月21日（火） 12月6日（水） 1月5日（金）

11月7日（火） 11月22日（水） 12月7日（木） 1月6日（土）

11月8日（水） 11月24日（金） 12月8日（金） 1月7日（日）

11月9日（木） 11月24日（金） 12月8日（金） 1月7日（日）

11月10日（金） 11月27日（月） 12月11日（月） 1月10日（水）

11月11日（土） 11月27日（月） 12月11日（月） 1月10日（水）

11月12日（日） 11月27日（月） 12月11日（月） 1月10日（水）

11月13日（月） 11月28日（火） 12月12日（火） 1月11日（木）

11月14日（火） 11月29日（水） 12月13日（水） 1月12日（金）

11月15日（水） 11月30日（木） 12月14日（木） 1月13日（土）

11月16日（木） 12月1日（金） 12月15日（金） 1月14日（日）

11月17日（金） 12月4日（月） 12月18日（月） 1月17日（水）

11月18日（土） 12月4日（月） 12月18日（月） 1月17日（水）

11月19日（日） 12月4日（月） 12月18日（月） 1月17日（水）

11月20日（月） 12月5日（火） 12月19日（火） 1月18日（木）

11月21日（火） 12月6日（水） 12月20日（水） 1月19日（金）

11月22日（水） 12月7日（木） 12月21日（木） 1月20日（土）

11月23日（木） 12月8日（金） 12月22日（金） 1月21日（日）

11月24日（金） 12月11日（月） 12月25日（月） 1月24日（水）

11月25日（土） 12月11日（月） 12月25日（月） 1月24日（水）

11月26日（日） 12月11日（月） 12月25日（月） 1月24日（水）

11月27日（月） 12月12日（火） 12月26日（火） 1月25日（木）


